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序　文

第二次世界大戦後，先進諸国が一貫して追及して

きた精神保健の理念は，精神障害者がその人権を十

分に保障され，地域社会で生活を続けながら必要な

援助を得ることができるようにすることであり，そ

のために精神障害者の治療のあり方を，閉鎖性の強

い施設内医療から社会に解放された地域精神保健医

療に転換することであった。

このことの達成のために，これら先進諸国におい

ては，一方では，精神障害者に対する包括的な保健

医療の供給体制の発展が図られるとともに，他方で

は，立法によって，精神障害者が他の障害者と同様

の社会福祉の諸サービスを享受できるような施策化

が図られてきた経緯がある。

しかしながら，これらに係る我が国の制度，事業

面の立ち遅れについては否定できない現状であり，

今や早急に是正を図るべき重要な社会的課題となっ

ている。

したがって，精神衛生法の改正並びに関連諸制度

の整備に当たっては，以上の国際的動向に鑑み，精

神障害者の社会復帰，社会参加促進のための体制の

充実を強力かつ早急に実施する必要がある。さらに，

その推進に当たっては，以下に示す事項を十分に考

慮した上で実現を図る必要がある。

基本的な考え方

1　精神障害者の社会復帰，社会参加を推進するに

当たっては，国，地方公共団体並びにその他の関

連団体は，まず第一に，社会に流布する精神疾患

や精神障害者等に対するさまざまな誤解や偏見等

をなくすことに努めなければならない。精神障害

に対する適正な理解を広げることによってはじめ

て精神障害者の社会復帰や社会参加が進展すると

いっても過言ではない。このことは，精神障害者

の人権を保障する観点からも極めて重要な課題で

ある。

2　第二に，精神障害者の社会復帰，社会参加のた

めの具体的施策の充実が必要である。現在，我が

国においてはごく少数のみ存在する精神科デイケ

ア施設や小規模保護作業所等，精神障害者のため

に行われる昼間治療及び作業訓練並びに活動の場

としての施設の十分な数の配置を行うことが是非

とも必要である。さらに，我が国においてはこれ

ら昼間の治療並びに作業訓練等の施設に比べて一

層未整備な現状にある居住施設，すなわち精神障

害者が社会で共同して生活し，かつ，必要な訓練

や指導を受けることができる施設の必要数の設置

を行わなければならない。

これらは，いずれも医療及び医療的支援体制の存

在を必要とする施設，事業であり，精神障害者が

その症状を再発させることなく安定した状態を保

ちながら利用するものである。また，これら諸施

設は精神障害者が独立して生活を行うことを可能

とすることを最終目標とするもので，そのための

訓練や指導を行うものである。

3　第三に，地域精神保健医療・福祉システムの確

立を早急に図らなければならない。このため，特

に医療機関における外来通院医療を充実させると

ともに，精神障害者の社会生活の援助体制づくり
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に不可欠な地方公共団体の衛生部門と福祉部門の

密接な連携の実現を図り，有効かつ効率的に社会

復帰，社会参加を進めることが極めて重要である。

このように医療機関における保健医療サービス

と行政機関における各種のサービスが適切に補完

し合って，はじめて地域社会において円滑な精神

障害者の社会復帰・社会参加が可能となるもので

ある。また，衛生部門と福祉部門の連携に当たっ

ては，精神障害者が単なる病者というだけでなく，

社会生活遂行上の困難，不自由，不利益を有する

障害者であるという点を共通理解とする必要があ

るということはいうまでもない。

4　なお，精神障害者の社会復帰・社会参加の促進

を図るに当たって，脱入院化の政策的誘導を強行

し，結果として，逆に，社会の中に安住の場のな

い人々を多数生みだし，精神障害者が犯罪その他

の事件の犠牲者となったり，心身の著しい不健康

に陥ったまま疎外放置される状況をもたらした諸

外国における経験をも十分に考慮する必要がある。

これらに対応するために，上記1～3に加えて，

第四として必要なヘルスマンパワーを養成し，精

神科ソーシャルワーカー等を中心とするスタッフ

からなる保健医療チームを医療機関並びに地域社

会に配置することにより，医療機関及び社会復帰

施設と地域社会の他の機関との連絡調整を進め，

精神障害者の社会復帰，社会参加を円滑化するた

めの体制を確立しなければならない。

本　文

1　精神科医療施設（精神病院，精神科診療所等）

におけるマンパワーの充実

精神科医療施設においては精神科デイケア，ある

いは，昭和53年中央精神衛生審議会(当時)の中間

報告における社会復帰訓練部門の整備充実を図るた

め，医師，看護職員，作業療法士，精神科ソーシャ

ルワーカー，臨床心理技術者等を適切に配置する必

要がある。特に一定規模を超える施設には精神科ソ

ーシャルワーカー及び臨床心理技術者を置くことが

強く望まれる。また，適切な社会復帰活動を促進す

る観点からも，これら関係職員の養成・研修につい

て，今後，積極的に推進していく必要がある。

2　精神科デイケア関連施設の充実

精神科デイケアは，精神科医療施設における地域

ケア機能の基本形態である。精神科デイケア関連施

設を普及させるためには，従来の精神障害回復者社

会復帰施設（通所部門ないし通所型）等に加えて，

より小規模なものを検討するなど，精神科デイケア

事業の大幅な拡充，整備を図るとともに，実効のあ

がるものとなるよう対策を講ずることが必要である。

3　昼間の作業活動のための施設の整備充実

就労の能力を十分に回復するに至らない精神障害

者が地域社会や家庭で疎外孤立化することを防ぎ，

必要な生活習慣を維持させることを目的として，必

要に応じ医療機関との連携をとりつつ作業活動を行

うことのできる場を設置する必要がある。さらに，

進んだ水準の作業等の場を用意するなどして，その

社会復帰，社会参加を円滑に促進するための施設と

して以下の施設を整備する必要がある。

（1）精神障害者小規模保護作業所（仮称）……精神

障害者を通所させ，作業指導，生活訓練を行うこ

とにより，社会的自立を促進させるための施設で

小規模なもの

（2）精神障害者通所授産施設（仮称）……相当程度

の作業能力を有する精神障害者を通所させ，必要

な訓練を行い自活を助長させるための施設

また，これらの施設並びに以下に記した施設，事

業等に関する条文を精神衛生法の中に設け，都道府

県，市区町村及び非営利法人等が積極的にこれらの

施設を整備できるようにすることが必要である。

4　居住のための施設の整備充実

病院から退院に当たって，家庭への復帰や独力で

は地域社会で居住することが困難な精神障害者に対

しては，地域社会の受け皿としてそれぞれの精神障

害者のニーズに相応した居住の場を確保することが

必要である。居住の場として以下の施設を整備する

必要がある。

（1）管理人付の居住施設……一定程度の自活能力の

ある精神障害者で家庭・住宅事情等の理由により，

住宅の確保が困難な者に対して，生活を営むため

に提供される施設

（2）ケア付の居住施設……現行精神障害回復者社会

復帰施設夜間生活指導部門及び精神障害者社会生
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活適応施設を含むもので，回復途上にある精神障

害者に一定期間利用させ，生活の場を与えるとと

もに，医療的専門知識をもった職員により生活の

指導等を行い，昼間は治療的作業訓練に通わせる

ことにより，自立への促進を図るための施設

註　これらの施設（本文中3及び4の施設）

を整備するに当たっては，地域保健医療

のネットワーク化に見合うよう，一般精

神科医療施設併設型や独立型，あるいは

精神衛生センター併設型等が考えられる。

併せて地域の他の精神科医療施設との密

接な連携を図ること等も大切である。

5　通院患者リハビリテーション事業（いわゆる職

親制度）の充実等

（1）精神障害者の社会復帰，社会参加を遂行するた

めには，現状における精神障害者の就労状況の特

段の改善を図ることが必要である。このためには，

関係行政機関等との密接な連携をとりつつ，職業

リハビリテーション事業上の対策に有効に結び付

く医学的リハビリテーションのための諸対策を推

進すべきである。

また，就労状況を改善するために有効な各種の

優遇措置が精神障害者に適用されるように諸対策

を講ずることが是非とも必要である。

（2）医学的リハビリテーションの一過程において，

精神障害者が訓練等の目的で事業所等において活

動することは，社会復帰活動の過程としても極め

て有効であるので，一定の訓練期間を限って試行

的形態の作業活動をすすめることも重要である。

（3）現行の通院患者リハビリテーション事業につい

ては，今後，上記(1)(2)の意義を踏まえて精神障害

者の社会復帰，社会参加の流れに伴う需要の増大

に対応できるよう，その質的及び量的充実を図る

ことが必要である。

（4）その他，精神障害者を雇用する事業所に対して

積極的な協力体制を保持できるように，保健医療

機関においては，これら企業及び職業安定機関等

関係行政機関との間の相互理解を図る必要がある。

6　関連民間援護団体の育成，充実

地域社会において精神障害者の社会復帰，社会参

加を推進するためには，制度，事業等の面で，国，

都道府県，市区町村が直接的に取り組むだけでなく，

民間援護団体を育成しその協力を得る必要がある。

民間援護団体は，国，都道府県，市区町村が行う精

神障害者に対する社会復帰，社会参加のための諸制

度や事業を補完するものとして極めて重要な役割を

担うものであり，精神障害者のための昼間及び夜間

の生活に必要な施設の運営を行うものである。精神

障害者の社会復帰，社会参加を推進するためには，

精神障害者家族，精神障害者本人，職親，ボランテ

ィア団体等を組織し，これら民間援護団体が本来の

ボランティア団体の性格や自助集団としての理念を

踏まえた組織として定着するよう育成を図ることが

必要である。

7　保健所精神衛生相談員の専任化・増員，その他

保健所体制の整備等

精神障害者の社会復帰の促進に当たっては，保健

所において，精神障害者に対する個別の援助，医療

施設その他関連施設との協力，市区町村の行う社会

復帰活動に対する指導・援助により，地域内の連携

活動を充実させることが一層重要になると思われる

ので，現行精神衛生相談員の専任化・増員を進め，

さらにこれら相談員に必要な医学的知識及び援助技

術について教育・研修ブログラムを充実する等制度

の十分な整備を図ることが望まれる。

8　社会復帰に関する精神衛生センターの役割の明

確化

精神障害者の社会復帰，社会参加を促進し，その

体系化を進めるためには，地域の実情等を十分に把

握する必要がある。精神衛生センターに対しては，

これらに関する調査，それに基づく企画の責任を持

たせるなどして社会復帰に関わる役割を明確にすべ

きである。

さらに，精神衛生センター自らがリハビリテーシ

ョンの機能を持つ必要があることはいうまでもない。

9　社会復帰に関する市区町村の役割の明確化

精神障害者の社会復帰，社会参加を円滑に進める

ためには，地域の実情に応じた適切，かつ，きめ細

かな対応が特に求められるものであり，この意味で，

市区町村の果たす役割が重要なものとなるものと考

えられる。特に，上記3及び4の施設のうち精神障
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害者小規模保護作業所（仮称）及び居住のための施

設等については市区町村が主体的かつ積極的にその

整備を図ることが期待される。さらに，市区町村が

精神疾患や精神障害者に対する誤解や偏見等を是正

するため地域社会に対して積極的に教育活動を行う

ことは，精神障害者の円滑な社会復帰，社会参加を

図る上で是非とも必要である。
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